第１号様式（第２条関係）

年　　月　　日
沖縄県知事　　殿
[bookmark: _Hlk201320236]所　　在　　地
学校法人名（仮称）
設立代表者名

学校法人　　　　　寄附行為認可申請書

	学校法人　　　　　の設立を目的とする寄附行為の認可を受けたいので、私立学校法
	第23条第１項
第152条第６項

	において準用する同法第23条第１項
	の規定により、関係書類を添えて申請します。
	




別紙
負債償還計画書

	
	借入先
	当初借入金額
	借入年
月
	返済期限及び利率
	申請時
までの
償還額
	申請時
現在の
残　高
	借入金に対する返済計画
	借入金
の目的

	
	
	
	
	
	
	
	認可前年
度
	認可年度
	年度
	

	申請時現在の負債残高
	日本私立学校振興・共済事
業　団
	千円
	年　月
	年　％
（据置年）
	千円
	千円
	千円
(　　　)
	千円
（　　)
	千円
(　　）
	使途：
抵当：

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	銀行
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	―
	―――
	
	
	
	
	
	

	
	未払金
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	学校債
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	小計
	
	―
	―――
	
	
	
	
	
	

	申請時以降の借入予定
	
	
	
	
	―――
	―――
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	―――
	―――
	
	
	
	

	
	小計
	
	―
	―――
	―――
	―――
	
	
	
	

	合計
	
	―
	―――
	
	
	
	
	
	

	年度末残高（元金のみ）
	
	
	
	

	合計年間償還額（元金＋利息）【Ａ】
	
	
	
	

	帰属収入【Ｂ】
	
	
	
	

	帰属収入に対する負債償還額（元金＋利息）の割合【＝Ａ／Ｂ×100】　(短期借入金の元金を除く負債償還率）
	％
（　　）
	％
（　　）
	％
（　　)
	



備考
１　法人全体についての負債（未払金及び申請時以後予定している負債を含む。)　償還計画を年度ごとに作成すること。　(　）内には、当該年度分の利息の額を記入すること。
２　返済期間が終了するまでの期間の償還計画を作成すること。
３　借入目的（使途）欄には、借入目的（例えば、○○校舎建築費（○○千円）に充当等）及び抵当物件等を具体的に記載すること。
４　償還財源の内訳欄には、年度ごとに償還財源の内訳を詳細に記載すること。
５　「帰属収入に対する負債償還額（元金＋利息）の割合」欄は、小数第１位まで記入すること。ま
た、短期借入金がある場合は、当該短期借入金の元金を除く負債償還率を括弧書きで記入すること。


 (
（参考）添付書類
１　
寄附行為
２　設立趣意書
３　設立決議録
４　設立代表者の履歴書
５　省令第３条第１項第５号に掲げる理事に関する書類
６　省令第３条第１項第６号に掲げる監事に関する書類
７　省令第３条第１項第７号に掲げる評議員に関する書類
８　省令第３条第１項第８号に掲げる会計監査人に関する書類（会計監査人を置く場合に限る）
９　寄附申込書
10　不動産（当該不動産申請に係る学校その他の事業に係るものをいう。）の権利の所属についての登記所の証明書類等
11
　
不動産その他の主なる財産については、その評価をする十分な資格を有する者の作成した価格評価書
12
　
校地校舎等の整備の内容を明らかにする図面
13　設立後２年間の事業計画及びこれに伴う収支予算書
14
　
財産の一覧その他の最近における財産の状況を知ることができる書類
15
　
負債がある場合又は借入れを予定する場合には、その償還計画書（別紙）
16　その他沖縄県知事が定める書類
※提出の際は本テキストボックスを削除して提出してください。
)
